
法律論叢第 87 巻 1 号 

2014 年 8 月 22 日刊行 

                掲 載 内 容              （頁数） 

【論 説】 
 

組織再編等と株式買取請求権（Ⅱ）              ･･･････泉 田 栄 一 （1） 

 

店頭デリバティブと仕組債における説明義務と適合性原則（１） ･･･････川 地 宏 行 （49） 

 

アルトジウス『政治学』第 1 章とその主要点の研究 (その 2)  ･････････笹 川 紀 勝（99） 

 

ＥＵの水環境保護―国際条約との比較             ･････････佐 藤 智 恵（135） 

 

サイバー犯罪の研究（七）―オンライン詐欺に関する事例検討― ･････････夏 井 高 人（163） 

 

ドイツ環境法における予防原則（その 3）          ････････・松 村 弓 彦(207) 

 

 

【判例研究】  
 

関係会社株式減損等に係る会計処理について，公正なる会計慣行に適合しない違

法性を認めることはできず，これに基づいて実施した配当には配当可能利益を欠

くような違法が認められないとされた事例（三洋電機違法配当事件） 

―平成 24 年 9 月 28 日大阪地裁第 4 民事部判決，平成 21 年（ワ）第 6888 号損

害賠償請求事件（株主代表訴訟）請求棄却（控訴）金融・商事判例 1407 号

36 頁，判例時報 2169 号 104 頁，判例タイムズ 1393 号 247 頁―       

                            ･････････板 垣 太 郎（247） 

 

1.取締役及び監査役は MBO に際し校正価値移転義務を負うとされた事例 

2.取締役は株式公開買付けにつき会社として意見表明をする際に適正情報開示義

務を負うとされた事例［東京高裁平成 25.4.17 判決］ 

 ―東京高裁平成 25 年 4 月 17 日第 1 民事部判決・平成 23 年(ﾈ)第 2230 号各損害

賠償請求控訴事件(上告・上告受理申立て)・判例時報 2190 号 96 頁、判例タ

イムズ 1392 号 226 頁、金融・商事判例 1420 号 20 頁―         

 ･････････・戸 門 大 祐（271） 

明治・大正・昭和戦前期における判決例の研究（二） 

･････････村 上 一 博（291） 

 

【資 料】  

 

昭和 49 年商法改正と法制審議会商法部会小委員会（十二ノ四） 

―公認会計士協会の意見をめぐって（続）―         ･････････三 枝 一 雄(325) 
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